
平成20年2月14日（木）　　　いわきワシントンホテル椿山壮にて日本銀行福島支店の鉢村健氏をお招きし、「2008年日本経済からみるいわき地域の経済・今年の経済展望と地域経済を考える」というテーマでご講演いただきました。はじめに、鉢村氏は戦後世界経済を牽引してきたOECD（西側先進国人口約8億人）の経済成長率が今や２～3％なのに対し、中国、インド、ブラジル、ロシアといった新興工業国（人口約35億人）の成長は著しく、それらが現在の世界の景気の牽引役になっているのが実情であり、経済のグローバル化は一層進んでいるとの認識を語られました。そして、今日問題になっている米国の「サブプライムローン」を取り上げ、それは一言で言えば「米国のバブル」であり、その背景には「米国の神話」があると言います。それはかつての日本の「土地神話」があったように、米国のそれは「移民」だそうです。米国には年間200万人が移住（福島県の人口は208万人）するそうで、それらの人々が住み続ける故に住宅の価格は下がらないという神話が生まれたのだそうです。しかし米国における住宅の価格は年収の3倍（日本は5倍）というのが相場で、それが９・11テロ、イラク戦争を境に急激に高騰し、多くのローン返済の滞りが生じ、それらを担保する債権が不良債権化するというバブル崩壊が生じ今日に至っているとのことでした。
そのサブプライムローンの損失は2000億ドル（20兆円）といわれ、それはかつての日本のバブル崩壊時の損失に比較すると１／5程度といわれるそうです。日本がその損失の穴埋めに15年を費やしたことからこの問題の解決にはその１／5の期間、つまり3年は必要だろうと予測なされていました。さらに最近の原油の高騰はより確実な投資先を求める投資機関（石油産業従事者ではない人々）の金が石油に流れた結果とも言っておられました。これに象徴されるように、現在の世界は「物づくり」ではなく、大量のお金を動かして利益を得る「マネーゲーム」に左右される社会の様を呈しているが、日本も例外ではないということを日本の貿易収支」「所得収支」などのデータでお示しになりました。かつて日本は富国強兵の掛け声の元、外貨獲得のために工業化を進めたが、福島県も日本銀行が全国で６番目、東北で初めて支店を開設し「シルク生産」の促進のために多額の資本が投下されたという歴史があり、今日県民はあまり自覚していないが、福島県は「物づくり東北NO１」であり、それは青森、秋田、岩手の3県の合計に匹敵する製造品出荷額であり、とりわけいわき市の製造出荷額（1兆円）は東北で1位の実績を持つと報告いただきました。大いに自信を持つべきとおっしゃりながらも、国内従事者の14％を擁する大企業が利益の60％を占めるという格差社会にあって、福島県は今後人口減少も鑑み独自の視点で努力すべきとも語っておりました。特に、いわき市は小名浜港という港湾施設をもっと機能させるべきで、その背景となる潜在成長力で全国第6位に上げられる福島県の力量と情勢を紹介し、発展の源を港湾物流の観点から担うことが重要と説き、ひいてはそれが「企業誘致：誘致だけではなく地元との絆が強くなるような関係を作る」「交流人口：その核となる人々を育成する」「地産地消＝外部に売れるブランドとして育成する必要がある」の促進に大いに寄与するとの見解をお示しになり講演を終了なさいました。








